
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数：約50項目
問題あり：8件
要確認：2件
問題なし：約40件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞  

佐藤信秋の基本情報
記載内容：「1947年に新潟県で生まれ」
検証結果：✓正確
根拠・出典：参議院公式サイト及びWikipediaにて「1947年〈昭和22年〉11月8日 新潟市生まれ」と確認

記載内容：「参議院議員（3期）」「2007年・2013年・2019年当選」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipediaにて「2007年第21回、2013年第23回、2019年第25回参議院議員通常選挙で当選」と確
認

役職名
記載内容：「国土強靱化推進本部長代理」
検証結果：△要確認
正しい情報：「国土強靱化推進本部長」（2024年11月就任）
根拠・出典：Wikipediaにて「2024年11月、自由民主党国土強靭化推進本部長に就任」と記載

2. 数値情報  

引退時期
記載内容：「2025年夏に3期目の任期満了での引退が予定される」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipediaにて「2024年9月13日には応募を取り下げ、翌年の参院選には立候補せず政界を引退す
る意向を示した」と確認

防衛費財源
記載内容：「2024年末、政府は防衛費拡大のため法人税を4%上乗せし、たばこ税を3段階で引き上げ、所得税も
1%増税する方針を閣議決定した」
検証結果：✗誤り
正しい情報：2024年末時点では法人税とたばこ税のみ実施時期が確定。所得税は時期決定が先送りされた
根拠・出典：ロイター通信及び時事通信にて「法人税は2026年度から4％引き上げ」「所得税の開始時期決定は
先送り」と報道

児童手当拡充
記載内容：「児童手当は2024年10月に高校生まで拡大施行された」
検証結果：✓正確
根拠・出典：政府広報オンライン及びこども家庭庁にて「2024年10月から児童手当が拡充され、高校生年代ま
で支給対象が拡大」と確認



子育て支援金
記載内容：「子育て支援金制度は2026年度から実施」「医療保険料に上乗せ」
検証結果：✓正確
根拠・出典：複数の信頼できる情報源にて「子ども・子育て支援金の徴収は2026年度から始まり、医療保険料
とあわせて徴収する」と確認

3. その他の重要な事実関係  

石破政権について
記載内容：「石破政権での主要政策」「石破内閣での物価対策」
検証結果：✓正確
根拠・出典：政府広報オンライン及び首相官邸サイトにて「2024年10月1日、石破茂議員が第102代内閣総理大
臣として指名」「2025年6月現在も在任中」と確認

夫婦別姓法案
記載内容：「夫婦別姓法案は2025年国会で採決見送りとなり」
検証結果：✓正確
根拠・出典：毎日新聞及び日本経済新聞にて「28年ぶりに法案が提出されたが、今国会での採決は見送られ、継
続審議となった」と報道

世論調査データ
記載内容：「賛成7割との世論調査がある中」
検証結果：△要確認
正しい情報：各種世論調査で6-7割程度の支持があることは確認されるが、具体的な「7割」という数値の出典が
不明確
根拠・出典：日本弁護士連合会資料にて「官民の各種世論調査においても、選択的夫婦別姓制度の導入に賛同す
る意見が高い割合を占める」と記載

4. 重大な誤り  

経歴の詳細
記載内容：「旧建設省へ入省し、道路局長・技監・国土交通事務次官などを歴任した」
検証結果：✓正確
根拠・出典：参議院公式サイト及びWikipediaにて詳細な経歴が確認

党内役職の現在時制
記載内容：参議院公式サイトの情報が「令和４年１１月３０日現在」と記載されているため、2025年6月現在の
情報と異なる可能性
検証結果：✗誤り（情報の時点の問題）
正しい情報：最新の役職情報を使用すべき
根拠・出典：参議院公式サイトの情報更新日が2022年11月30日となっている

改善提案  



修正が必要な箇所の一覧  

1. 防衛費財源の記述：所得税については2024年末時点で実施時期が未確定である点を正確に記載する必要が
ある

2. 役職情報の更新：国土強靱化推進本部については「本部長代理」から「本部長」への昇格を反映
3. 情報の時点明記：参議院公式サイトの情報更新日（2022年11月30日現在）が古いため、最新情報との整合
性を確認

4. 世論調査データの出典明記：「賛成7割」という具体的数値の出典を明確にするか、より一般的な表現に修
正

追加確認が推奨される情報  

1. 最新の党内役職：2025年6月現在の正確な役職情報の確認
2. 引退関連の最新動向：2025年夏の引退に関する最新の発言や決定事項

総合評価  
記事の大部分は正確な情報に基づいて作成されており、主要な事実関係については信頼できる情報源で確認でき
ました。ただし、いくつかの時点での情報の古さや、一部の政策実施時期に関する不正確な記述が見つかりまし
た。これらの修正を行うことで、より正確で信頼性の高い記事になると考えられます。
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